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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第１四半期累計期間
第13期

第１四半期累計期間
第12期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 1,574,422 1,843,221 6,689,203

経常利益 （千円） 125,715 125,756 401,079

四半期（当期）純利益 （千円） 81,895 86,845 235,911

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） - - -

資本金 （千円） 90,000 241,298 241,298

発行済株式総数 （株） 2,000,000 8,424,400 8,424,400

純資産額 （千円） 1,073,871 1,549,663 1,530,211

総資産額 （千円） 5,630,985 7,073,134 6,973,818

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 10.23 10.30 28.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） - 9.85 27.57

１株当たり配当額 （円） - - 8.00

自己資本比率 （％） 19.1 21.9 21.9

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在していないため記載しておりません。

４．平成29年６月28日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行い、また、平成30年２月１日付で普通株式１

株につき４株の株式分割を行っておりますが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株

当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

５．第12期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高は

ありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。また、当

社は平成29年10月25日付で東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、第12期の潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、新規上場日から事業年度末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定

しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係

会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、引き続き緩やかな回復基調が続いているものの、一服感がみられ

る状況にあります。また米国の保護主義による世界貿易の縮小や金融資本市場への影響等のリスクから、世界経済

に対する警戒感が強まっており、先行きは不透明な状況にあります。

　当社を取り巻く環境について、外食業界では価格改定の傾向や高付加価値メニューの好調による客単価の上昇が

続いており、売上高は前年を上回っている状況にあります。また不動産市況については、当社が事業展開している

東京主要エリアにおける商業不動産賃料は上昇が続いており、引き続き需要は好調を維持しております。

　このような環境のなかで、当社が展開する店舗賃貸事業においては、営業部門の組織を再編により営業活動の基

礎力強化及び新規採用人員の戦力化に取組み、また優良飲食企業や有力不動産業者とのリレーションシップを強化

することにより、引き続き首都圏の優良店舗物件の契約増加に注力しております。これらの結果、当第１四半期会

計期間末における保有管理物件数は前事業年度末より42件純増し、合計1,284件となりました。また、当第１四半

期累計期間における新規契約件数及び後継付け件数（閉店した店舗に対し新規出店者と転貸借契約を締結したも

の）の転貸借契約件数の合計は71件（前年同四半期比11.2％減）となりました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高1,843,221千円（前年同四半期比17.1％増）、営業利益

123,735千円（同2.3％増）、経常利益125,756千円（同0.0％増）、四半期純利益86,845千円（同6.0％増）となり

ました。

　なお、当社は店舗賃貸事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については重要性が乏しいため、

セグメント情報の記載を省略しております。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ99,315千円増加し、7,073,134千円となりま

した。これは主に差入保証金が133,414千円増加したことによるものであります。

（負債）

　当第１四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ79,864千円増加し、5,523,470千円となりま

した。これは主に預り保証金が102,876千円増加したことによるものであります。

（純資産）

　当第１四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ19,451千円増加し、1,549,663千円となり

ました。これは利益剰余金が19,451千円増加したことによるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,424,400 8,424,400
東京証券取引所

（マザーズ）
単元株式数　100株

計 8,424,400 8,424,400 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残
高　　
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 8,424,400 － 241,298 － 472,834
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（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　　100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　8,423,500 84,235 －

単元未満株式 普通株式　　　　　800 － －

発行済株式総数 8,424,400 － －

総株主の議決権 － 84,235 －

（注）単元未満株式には当社所有の自己株式88株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の合

計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

株式会社テンポイノ

ベーション

東京都新宿区新宿

四丁目１番６号 Ｊ

Ｒ新宿ミライナタ

ワー10階

100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成30年４月１日から平成30

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,685,748 1,553,676

販売用不動産 - 63,666

前払費用 640,629 660,005

その他 85,341 80,813

流動資産合計 2,411,718 2,358,162

固定資産   

有形固定資産 355,934 366,283

無形固定資産 12,877 17,018

投資その他の資産   

差入保証金 3,848,941 3,982,355

その他 344,347 349,314

投資その他の資産合計 4,193,288 4,331,670

固定資産合計 4,562,100 4,714,972

資産合計 6,973,818 7,073,134

負債の部   

流動負債   

前受収益 761,070 787,964

賞与引当金 23,069 40,232

役員賞与引当金 61,313 -

その他 370,455 358,444

流動負債合計 1,215,909 1,186,641

固定負債   

預り保証金 4,038,230 4,141,106

その他 189,467 195,723

固定負債合計 4,227,697 4,336,829

負債合計 5,443,606 5,523,470

純資産の部   

株主資本   

資本金 241,298 241,298

資本剰余金 472,834 472,834

利益剰余金 816,351 835,803

自己株式 △272 △272

株主資本合計 1,530,211 1,549,663

純資産合計 1,530,211 1,549,663

負債純資産合計 6,973,818 7,073,134
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

 当第１四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 1,574,422 1,843,221

売上原価 1,281,947 1,509,772

売上総利益 292,475 333,448

販売費及び一般管理費 171,540 209,713

営業利益 120,934 123,735

営業外収益   

違約金収入 5,035 2,725

その他 408 19

営業外収益合計 5,444 2,744

営業外費用   

支払補償費 515 723

その他 147 -

営業外費用合計 662 723

経常利益 125,715 125,756

税引前四半期純利益 125,715 125,756

法人税等 43,820 38,911

四半期純利益 81,895 86,845
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期会

計期間から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日）

減価償却費 795千円 2,236千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月９日

定時株主総会
普通株式 49,200 246 平成29年３月31日 平成29年６月12日 利益剰余金

 

　  　 ２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月19日

定時株主総会
普通株式 67,393 8 平成30年３月31日 平成30年６月20日 利益剰余金

 

　  　 ２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

　     【セグメント情報】

　当社は、店舗賃貸事業を単一の報告セグメントとしており、その他事業については重要性が乏しいため、

セグメント情報の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 10円23銭 10円30銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 81,895 86,845

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 81,895 86,845

普通株式の期中平均株式数（株） 8,000,000 8,424,212

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 9円85銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 390,686

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

　（注）１．前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高はあり

ますが、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．当社は、平成29年６月28日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行い、また、平成30年２月１日付で普

通株式１株につき４株の株式分割を行っておりますが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定

し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社テンポイノベーション(E33435)

四半期報告書

11/12



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月９日

株式会社テンポイノベーション

取締役会　御中

 

                                    有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 楠 元　   宏　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 馬 渕　宣 考　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テンポ

イノベーションの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第13期事業年度の第１四半期会計期間（平成30年４月１

日から平成30年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テンポイノベーションの平成30年６月30日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

           告書提出会社）が別途保管しております。

       ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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